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康」「② 人間関係」「③ 環境」「④ 言葉」「⑤ 表
現」の５領域それぞれについて紹介されている。
本稿の課題とした「保育内容『健康』の指導法」
は、「保育内容の指導法（情報機器及び教材の活用
を含む。）」のカテゴリーに含まれるものであり、
その到達目標には「領域「健康」の特性および幼
児の体験との関連を考慮した情報機器及び教材の
活用法を理解し、保育構想に活用することができ
る」と記載されている。
　モデルカリキュラムには、「考えられる〈授業モ
デル〉」12)として、授業の具体的例が示されている。
この〈授業モデル〉の内容には、実際には、１)か
ら７)までそれぞれに到達目標との関係についても
記載されおり、「（1）領域「健康」のねらい及び内
容」の「１)幼稚園教育要領に示された幼稚園教育
の基本を踏まえ、領域「健康」のねらい及び内容
並びに全体構造を理解している」を除くすべての
到達目標に対応している。したがって、「保育内容
『健康』の指導法」の履修前に、「領域に関する専
門的事項」の「幼児と健康」の授業を履修し、単
位取得している場合には、「（1）－１」」の「領域に
関する専門的事項」の「幼児と健康」に関しては
確認と復習のための授業でよいと考えられる。し
たがって、〈授業モデル〉を参考とし、準拠し、さ
ア　 児童がコンピュータで文字を入力するなどの学習の基盤として必要となる情報手段の基本的な操作を習
得するための学習活動
イ　 児童がプログラミングを体験しながら、コンピュータに意図した処理を行わせるために必要な論理的思
考力を身に付けるための学習活動
表２　情報手段を活用した学習内容 14)より抜粋し作表
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情報機器を使いこなしていくための機会を増やす
ことを推奨している。さらに、ITCの活用及びア
クティブラーニングについて、ビデオカメラやパ
ソコン・タブレット等の情報機器を活用しながら、
グループワークを中心として、主体的・対話的で
深い学びを実現し、学生一人一人の学びが深まる
ようにしたいと結んでいる。
Ⅵ．今後の課題と方向性
　「領域『健康』の指導法」の授業では、生活習慣
や災害時の安全、幼児の身体活動など、映像資料な
どを活用することで、実感して理解し、具体的なイ
メージが持てるような効果的な授業内容が求められ
ている。この課題に対応するには、情報機器を活用
し視聴覚教材を使って、学生同士が意見を交換する
等、協議する、対話的なアクティブラーニングを機
能させていく工夫が有効であると考えられる。
　一方、小学校教育においても、情報通信ネット
ワークなどの情報手段及びこれらを日常的・効果
的に活用するために必要な環境を整え、授業内や
自宅学習での情報機器の活用が推進されている。
幼児期に小学校の先取りをする必要はないが、今
後、小学校教育との接続を円滑にする為にも遊び
の中で情報機器に親しみ、活用する機会が増える
ことが推察される。
　今回参考にした「教職課程コアカリキュラム・
モデルカリキュラム」等では、その授業内容につ
いて、学生による情報機器を活用しての保育教材
の作成等にまでは言及されていない。しかし、情
報機器の活用が進む保育現場に、学生が卒後新任
者として対応し、即戦力として活躍することが求
められている。そのためには、保育者養成におい
て、情報機器を活用して学生が保育の学びを深め
ることにとどまらず、それぞれの保育現場の状況
に即した「子どものための視聴覚教材などのコン
テンツを学生自身が制作し、保育現場で活用する
ための指導計画を立てる」といった一歩踏み込ん
だ授業を構成が有効となる。
　一方、学生はコロナ禍において提示された課題
に対して、文字データ、写真、動画などの成果物
をウェブサイト経由で日々教員に送信してきた。
この経験から、学生は、「保育のためのコンテンツ
　また、コンピュータ等が急激に伸展を遂げ、日
常生活に浸透し、スマートフォンやパソコン等の
情報機器によって子どもたちが情報を活用したり
発信したりする機会が増えていることなどの現状
を踏まえて、「情報活用能力の育成を図るために
は、各学校において、コンピュータや情報通信ネ
ットワークなどの情報手段及びこれらを日常的・
効果的に活用するために必要な環境を整えるとと
もに、各教科等においてこれらを適切に活用した
学習活動の充実を図ることが重要である」として
いる。つまり、小学校では、今後各教科において
情報機器を活用した授業を充実することが望まれ
ている。さらに、「情報手段を活用した学習活動を
充実するためには、国において示す整備指針等を
踏まえつつ、校内のICT環境の整備に努め、児童
も教師もいつでも使えるようにしておくことが重
要である」としている。
７．保育者養成校の授業の現状
　現在、新型コロナ感染拡大の影響を受け、著者
が勤務している保育者養成校の一定数の授業では、
ウェブサイトの一つであるGoogle Classroomを利
用し、インターネット上で課題の受け渡しや管理
をする方法や、ウェブ会議ツールでの同時双方向
で、遠隔授業を実施している。筆者が担当する演
習科目、「体育と遊び／幼児体育」の授業もまた、
教員が、学生に授業や課題を配信し、学生はパソ
コンやスマートフォンなどのITC．を活用してい
る。学生は、課題レポートやなどをテキストデー
タや静止画像、動画データで、一部では、作成し
た動画をYoutubeでインターネット上に公開した
上で、リンクのアドレスを提出するなどしている。
８．情報機器活用の具体例
　吉永15)は、「幼稚園教諭養成におけるICT活用と
は」と題して、大学教員が情報機器を活用し、資
料を取集、加工・編集して幼児の姿や指導の様子
がわかる映像や写真等の視覚教材を活用し、具体
的な保育現場がイメージできる工夫が重要である
としている。また、学生が講義の中で、様々な情
報機器に親しみ、デジタルカメラで撮影した写真
を挿入するレポートを作成するといった活動から
淑徳大学短期大学部 研究紀要 第63号（2021. 2）
47
 https://www.hoyokyo.or. jp/http:/www.
hoyokyo.or.jp/nursing_hyk/reference/30-1s4.
pdf　P14．
６) 文部科学省．『教職課程コアカリキュラムの在
り方に関する検討会』平成29年11月．最終閲
覧令和２年11月22日．
 https://www.mext.go.jp/component/b_menu/
shingi/toushin/__icsFiles/afieldfile/2017/11/27/
 1398442_1_3.pdf　P２．３．
７) 文部科学省．前掲６）．P３．
８) 文部科学省．前掲６）．P８．
９) 文部科学省．前掲６）．P３．
10）文部科学省．『幼稚園教諭の養成課程のモデ
ルカリキュラムの開発に向けた調査研究』．平
成29年３月．最終閲覧令和２年11月22日．
 https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/
youchien/1385790.htm　P１．
11）文部科学省．前掲10）．P39．
12）文部科学省．前掲10）．P22．23．
13）文部科学省．前掲２）．P84．
14）文部科学省．『小学校学習指導要領（平成29
年告示）解説総則編』平成29年７月．P83．
15）無藤隆代表保育教諭養成課程研究会．『幼稚
園教諭養成課程をどう構成するか～モデルカ
リキュラムに基づいた提案～』．株式会社萌文
書林．令和２年４月．P32．
を制作し、指導計画等を検討する」、といった授業
課題に対応するための潜在能力を十分に有してい
るものと考えられる。
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